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平成21年度の脳・心臓疾患の労災認定に係る業種別請求件数を見ると、平成20年度と比べて減少

しているものの、依然として運輸業、郵便業、建設業、及び卸売・小売業で多くの請求が行われて

います。また、脳・心臓疾患で「長期間の過重業務」により支給決定された事案のうち、1ヶ月平均

の時間外労働時間数が80時間以上の割合は前年度と同様に9割以上を占めています。

（厚生労働省　平成20年度、21年度「脳血管疾患及び虚血性心疾患等（「過労死」等事案）の労災補償状況」より）

6.  平成21年度の脳・心臓疾患に係る労災補償状況
及び平成19年労働者健康状況調査について

表1 脳血管疾患及び虚血性心疾患等（「過労死」等事案）の労災補償状況

図1 脳・心臓疾患に係る労災請求・決定件数の推移

表3 脳・心臓疾患で「長期間の過重業務」に
より支給決定された事案
（1ヶ月平均の時間外労働時間別）

表2 脳・心臓疾患の業種別請求及び支給
決定件数一覧
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また、平成19年労働者健康状況調査によると、長時間労働者に対する「医師による面接指導制度

の認知状況」では、この制度を知っている事業場の割合は全体で45.6％（図2）、実際に面接指導を行

った事業場の割合は全体で12.2％（図3）となっています。事業場規模によると規模が大きくなるに

つれて認知割合及び実施割合ともに高くなる傾向にあります。実施方法も中小規模事業場は特段の

基準を設けず必要に応じて面接指導を行っている割合が高く（図4）、後に掲載している企業事例で

も見られるように対策に熱心な事業場は独自の基準を設け面接指導等の対策を講じているところが

多いようです。面接指導後等の結果を踏まえての事後措置では、全体で59.6％が「労働時間の短縮」

を図っています（図5）が、17.5％は面接指導等を行っても「事後措置を講じていない」という結果

でした。後に掲載している企業事例等を参考に過重労働対策に取り組むことが望まれます。

（厚生労働省　「平成19年労働者健康状況調査」2008年より）

図2 医師による面接指導制度
の認知状況（事業場調査）

図3 長時間労働者等への面接
指導等の実施の有無（事
業場調査）

図4 長時間労働者等への面接指導等の実施内容
状況（事業場調査）

図5 面接指導等の結果を踏まえての事後
措置の実施状況（事業場調査）
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